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地表γ線量率データベースの改定について 

放射線地学研究所 湊  進 

 

1. はじめに 

 日本列島における地表γ線量率（自然γ線量率）のデータベース（以下 DB と略記）を

2005 年に改定して以来、10 年ぶりに内容を大巾に改定した。旧 DB の詳細については文献

1) に詳しく述べてある。当所（以下「放地研」あるいは“RESL”と略記）は DB に基づく

等高線図を放地研ウェブサイト（http://www1.s3.starcat.ne.jp/reslnote/）で公開すると

ともに、DB プログラム DOSEEK Ver.13 を販売していた。緯度経度を入力すると当該地

点の地表γ線量率と岩石種および地質年代が表示されるものである。 

旧 DB では各測定実施機関が発表した土壌線量率データをそのまま利用していた。当時

は測定実施機関ごとの測定法の違いに起因する系統誤差を評価する方法を考えつかなかっ

たためである。最近、適切な変換関数を用いて全データを変換する手法を思いついた。この

方法で DB を改定した結果、日本列島の各地点の線量率を統一的な観点から表示できるよ

うになった。また、DB として放地研ウェブサイトで公開した。以下に改定方法と結果を詳

しく述べる。 

 

2. 旧 DB の概要 

 これは全国 4372 地点の測定値を 2203 地点に集約して(Fig.1) 逆距離加重法で補間し、

緯度経度各0.1°ごとに区切った3779地点に割り振って取り出せるようにしたものである。

2203 点の関連資料は本報告の末尾に付録 3 として載せてある。 

 

http://www1.s3.starcat.ne.jp/reslnote/
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 Fig.2 が DOSEEK Ver.13 の使用例である。 

 

 

3. 改定方法 

 まず改定方法の概略を述べる。旧 DB のうち放地研が同一測定法で測った県の土壌線量

率データと産業技術総合研究所地質調査総合センター（以下「地調」あるいは“GSJ”と略

記）の河川堆積物線量率データを比較して回帰直線を求め、これを全県に適用して改定する。 

はじめに述べたように旧 DB では各測定実施機関の発表データをそのまま利用していた。 

旧 DB で用いた土壌線量率データは研究機関ごとに異なる測定手法で得られたものである。

そのため測定法の違いに起因する系統誤差が大きいのではないかと懸念されていた。 

地調は自然起源の元素によるバックグラウンド値を把握する目的で日本全土 3024 地点に
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おいて河川堆積物を採取した。全試料に対し同一手法で 53元素の濃度を評価し、地球化学

図として公開されている 2)。このうちのカリウム、ウラン、トリウム濃度を利用すれば次式

を使って線量率を算出できる 3）。 

,7.24.50.13 ThUK CCCD   

ここで D (nGy/h) は地上 1ｍの高さでの線量率、CK(%), CU(ppm) および CTh(ppm) はそ

れぞれカリウム、ウランおよびトリウムの濃度である。 

 地調データは放地研の DB とは異なり、母集団が河川堆積物である。河川堆積物は分級効

果により放射能が濃縮されたり、逆に溶脱・洗脱効果により希釈されたりしている。それゆ

え土壌線量率の頻度分布と同じではない。しかし全国を一貫した測定法で評価している上

に測定地点も多い。従って都道府県ごとに測定法の異なるデータを集めた旧 DB のデータ

のバラツキの程度を調べるためには地調データが有効であると判断した。 

これら地調データは対数正規分布を示している(Fig.3)。そのために幾何平均を採って旧

DB のデータと比較した。沖縄を除く 46 都道府県を標本数に応じて 70 の地域に分けた。

Fig.4 がその結果である。 
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同図によれば地調データとの相関関係は比較的良好である。黒丸は放地研が直接に実施

した同一測定法による 23府県 25地域の結果である。これは相関がきわめて良い。白丸は

他機関がそれぞれの測定法で実施したものである。なかには全体からかなり離れたデータ

も見受けられる。 

 Fig.4 の放地研実施の測定データを詳しく見てみたものが Fig.5 である。放地研デー 
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タ、地調データともに標本数が 18以上の府県のみの全データをとり上げてある。また府

県内の全データに対する標準偏差も示してある。Fig.6 はその頻度分布である。同図作成

においてはランダムサンプリングにより各県での両者の標本数を同じにして偏りを少な

くしている。図から明らかなように土壌データに比べて河川堆積物には前述の濃縮・希

釈効果が見られる。Fig.5 において、回帰式の勾配が 1より小さいことも濃縮・希釈効果

の現れである。 

 

 地調データは全県のデータが揃っている（ただし佐渡島以外の島嶼部は測定されていな

い；付録 1 参照）。Table 1 に旧 DB の佐渡島以外の島嶼部を除く県幾何平均 (同表で

Original と表記)と、地調データの県幾何平均を Fig.5 の回帰式に代入して得たもの

（Revised と表記）を比べた結果を示す。新潟県を除いてすべて本土側のデータである。 

 

Table 1  Geometric mean prefectural dose rates 

No. Prefecture Original Revised Ratio(R/O) 

1 HOKKAIDO 41.3  31.9  0.771   

2 AOMORI 27.7  26.7  0.964   

3 IWATE 33.8  33.6  0.994   

4 MIYAGI 31.6  27.3  0.863   

5 AKITA 35.1  31.9  0.910   

6 YAMAGATA 40.9  37.2  0.911   

7 FUKUSHIMA 33.1  41.2  1.244   

8 IBARAKI 32.1  39.7  1.237   
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9 TOCHIGI 35.5  38.1  1.072   

10 GUNMA 26.3  27.9  1.061   

11 SAITAMA 38.4  36.7  0.955   

12 CHIBA 28.7  31.3  1.091   

13 TOKYO* 25.9  25.9  1.000   

14 KANAGAWA 21.3  21.4  1.002   

15 NIIGATA 50.7  48.3  0.954   

16 TOYAMA 54.3  57.4  1.057   

17 ISHIKAWA 43.9  38.4  0.875   

18 FUKUI 46.8  42.1  0.899   

19 YAMANASHI 30.2  34.5  1.142   

20 NAGANO 36.0  41.4  1.150   

21 GIFU 54.1  59.4  1.098   

22 SHIZUOKA 30.8  30.2  0.981   

23 AICHI 43.1  55.8  1.295   

24 MIE 49.7  49.7  1.000   

25 SHIGA 54.9  53.9  0.982   

26 KYOTO 49.9  49.9  0.999   

27 OSAKA 50.4  53.6  1.064   

28 HYOGO 60.9  47.1  0.774   

29 NARA 49.9  49.9  1.000   

30 WAKAYAMA 49.7  42.2  0.849   

31 TOTTORI 58.1  50.8  0.873   

32 SHIMANE 41.0  51.9  1.242  

33 OKAYAMA 64.2  52.3  0.815   

34 HIROSHIMA 73.3  73.4  1.001   

35 YAMAGUCHI 59.8  59.1  0.988   

36 TOKUSHIMA 51.1  46.1  0.902   

37 KAGAWA 58.7  56.4  0.961  

38 EHIME 62.3  46.0  0.738  

39 KOCHI 55.7  45.0  0.808   

40 FUKUOKA 38.6  46.3  1.198   

41 SAGA 47.8  42.2  0.882   

42 NAGASAKI 35.7  35.3  0.990   

43 KUMAMOTO 39.8  40.1  1.007   

44 OITA 37.8  34.4  0.909   
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45 MIYAZAKI 43.6  43.9  1.007   

46 KAGOSHIMA 42.3 44.7  1.057  

 mean 43.7  42.9  0.995   

*東京都の地調データは 10 ｹしかないため、放地研データをそのまま使った。 

 

改定 DB は Table 1 の比 (同表の Ratio(R/O) を旧 DB の都道府県ごとの全データに

掛けたものである。北海道の全 212 データには一律に 0.771 を、青森県の全 67 データに

は一律に 0.964 を、という具合である。これにより測定実施機関ごとの測定法の違いに由

来する系統誤差を小さくできたと考えている。 

Fig.7 に両 DB から得た等高線図を示す。Table 1 の Ratio(R/O)を参照しながら両者を

比較して欲しい。 

 

 

改定 DB は放地研ウェブサイト（http://www1.s3.starcat.ne.jp/reslnote/）にて緯

度、経度、岩石種、地質年代、線量率の表として公開されている。また、プログラム

http://www1.s3.starcat.ne.jp/reslnote/
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DOSEEK Ver.15 として販売している。ただし前述のように分解能は 0.1°である。 

旧 DB プログラムでは花崗岩類、酸性火山岩、中性岩、中性岩-塩基性岩、塩基性岩、付

加体、堆積岩、変成岩、堆積物に分類していた。改定 DB プログラムでは珪長質火山岩、

苦鉄質火山岩、珪長質および苦鉄質火砕流、珪長質深成岩、苦鉄質深成岩、付加体、堆積

岩、変成岩に分類した。分類は丸善の「日本列島の地質」附属の CD-ROM に典拠した（日本

列島の地質編集委員会編（1997）日本列島の地質.理科年表読本.丸善）。参考までに

DOSEEK Ver.15 の使用例を Fig.8 に示す。DOSEEK は逐次入力であるが、走行サーベイ

などで得られる連続データの処理もプログラム DOSEQL により可能である。飯田線（長

野県岡谷市～愛知県豊橋市）で測定した例も併せて Fig.8 に示す。Table 2 はその出力であ

る。 
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Table 2 Example of output data    

DOSEQL OUTPUT DATA    

飯田線(2009.10.25) 96     

番号 緯度 経度 岩石種 地質年代 線量率 

     (°) (°)                 (nGy/h) 

1 36.053  138.048  堆積岩 第四紀 38.3  

2 36.030  138.025  堆積岩 第四紀 38.3  

3 35.982  138.000  変成岩 後期白亜紀 38.2  

4 35.973  137.994  変成岩 後期白亜紀 38.1  

5 35.966  137.987  変成岩 後期白亜紀 38.1  

6 35.950  137.988  変成岩 後期白亜紀 38.1  

7 35.933  137.988  変成岩 後期白亜紀 38.1  

8 35.911  137.992  変成岩 後期白亜紀 38.1  

9 35.898  137.991  堆積岩 第四紀 36.9  

10 35.876  137.987  堆積岩 第四紀 36.9  

11 35.858  137.981  堆積岩 第四紀 36.9  

12 35.842  137.968  堆積岩 第四紀 36.9  

13 35.835  137.963  堆積岩 第四紀 36.9  

14 35.809  137.943  堆積岩 第四紀 36.9  

15 35.801  137.947  堆積岩 第四紀 36.9  

16 35.775  137.947  堆積岩 第四紀 42.0  

17 35.764  137.942  堆積岩 第四紀 42.0  

18 35.745  137.943  堆積岩 第四紀 42.0  

19 35.733  137.940  堆積岩 第四紀 42.0  

20 35.724  137.938  堆積岩 第四紀 42.0  

21 35.709  137.937  堆積岩 第四紀 42.0  

22 35.693  137.936  珪長質深成岩 後期白亜紀 42.4  

23 35.674  137.932  珪長質深成岩 後期白亜紀 42.4  

24 35.663  137.935  珪長質深成岩 後期白亜紀 42.4  

25 35.652  137.914  珪長質深成岩 後期白亜紀 42.4  

26 35.642  137.904  珪長質深成岩 後期白亜紀 42.4  

27 35.624  137.913  珪長質深成岩 後期白亜紀 42.4  

28 35.614  137.907  珪長質深成岩 後期白亜紀 42.4  

29 35.593  137.916  珪長質深成岩 後期白亜紀 44.6  

30 35.575  137.906  珪長質深成岩 後期白亜紀 44.6  
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31 35.569  137.899  堆積岩 第四紀 45.0  

32 35.546  137.889  堆積岩 第四紀 45.0  

33 35.541  137.879  堆積岩 第四紀 45.0  

34 35.531  137.864  堆積岩 第四紀 45.0  

35 35.517  137.842  堆積岩 第四紀 45.0  

36 35.519  137.833  堆積岩 第四紀 45.0  

37 35.517  137.824  堆積岩 第四紀 45.0  

38 35.509  137.812  堆積岩 第四紀 45.0  

39 35.504  137.831  堆積岩 第四紀 45.0  

40 35.501  137.842  堆積岩 第四紀 45.0  

41 35.494  137.844  珪長質深成岩 後期白亜紀 48.5  

42 35.484  137.843  珪長質深成岩 後期白亜紀 48.5  

43 35.472  137.843  珪長質深成岩 後期白亜紀 48.5  

44 35.461  137.831  珪長質深成岩 後期白亜紀 48.5  

45 35.450  137.819  珪長質深成岩 後期白亜紀 48.5  

46 35.438  137.820  珪長質深成岩 後期白亜紀 48.5  

47 35.426  137.820  珪長質深成岩 後期白亜紀 48.5  

48 35.416  137.820  珪長質深成岩 後期白亜紀 48.5  

49 35.399  137.813  珪長質深成岩 後期白亜紀 54.9  

50 35.373  137.816  珪長質深成岩 後期白亜紀 54.9  

51 35.346  137.841  珪長質深成岩 後期白亜紀 54.9  

52 35.333  137.844  珪長質深成岩 後期白亜紀 54.9  

53 35.309  137.851  珪長質深成岩 後期白亜紀 54.9  

54 35.271  137.857  変成岩 後期白亜紀 53.4  

55 35.264  137.836  変成岩 後期白亜紀 53.4  

56 35.251  137.838  変成岩 後期白亜紀 53.4  

57 35.233  137.838  変成岩 後期白亜紀 53.4  

58 35.207  137.839  変成岩 後期白亜紀 53.4  

59 35.187  137.821  変成岩 後期白亜紀 49.3  

60 35.160  137.873  変成岩 後期白亜紀 49.3  

61 35.151  137.873  変成岩 後期白亜紀 49.3  

62 35.128  137.865  変成岩 後期白亜紀 49.3  

63 35.112  137.857  変成岩 後期白亜紀 49.3  

64 35.089  137.813  変成岩 後期白亜紀 50.3  

65 35.082  137.806  変成岩 後期白亜紀 50.3  

66 35.066  137.789  堆積岩 前期白亜紀 52.0  
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67 35.058  137.778  堆積岩 前期白亜紀 52.0  

68 35.053  137.767  堆積岩 前期白亜紀 52.0  

69 35.047  137.756  堆積岩 前期白亜紀 52.0  

70 35.046  137.747  堆積岩 前期白亜紀 52.0  

71 35.026  137.717  堆積岩 前期白亜紀 52.0  

72 35.021  137.707  堆積岩 前期白亜紀 52.0  

73 34.999  137.667  堆積岩 後期白亜紀 54.0  

74 34.988  137.647  堆積岩 後期白亜紀 54.0  

75 34.986  137.624  堆積岩 後期白亜紀 54.0  

76 34.967  137.616  堆積岩 後期白亜紀 54.0  

77 34.949  137.606  堆積岩 後期白亜紀 54.0  

78 34.929  137.580  変成岩 後期白亜紀 55.5  

79 34.923  137.568  変成岩 後期白亜紀 55.5  

80 34.918  137.554  変成岩 後期白亜紀 55.5  

81 34.927  137.552  変成岩 後期白亜紀 55.5  

82 34.909  137.530  変成岩 後期白亜紀 55.5  

83 34.907  137.517  変成岩 後期白亜紀 55.5  

84 34.903  137.506  変成岩 後期白亜紀 55.5  

85 34.898  137.496  堆積岩 第四紀 41.8  

86 34.886  137.481  堆積岩 第四紀 41.8  

87 34.873  137.458  堆積岩 第四紀 41.8  

88 34.865  137.444  堆積岩 第四紀 41.8  

89 34.861  137.434  堆積岩 第四紀 41.8  

90 34.844  137.418  堆積岩 第四紀 41.8  

91 34.819  137.400  堆積岩 第四紀 41.8  

92 34.806  137.384  堆積岩 第四紀 48.1  

93 34.794  137.366  付加体 第四紀 42.3  

94 34.778  137.374  付加体 第四紀 42.3  

95 34.773  137.377  付加体 第四紀 42.3  

96 34.760  137.385  付加体 第四紀 42.3  

 

4. おわりに 

今回の改定は、これまで都道府県ごとに様々な測定法で得られた土壌γ線量率データを、

地調の河川堆積物データを媒介にして放地研規格に統一したものである。将来、一貫した

測定法で全国調査が行われるまでは、地域ごとにデータが更新されるたびに本報告の手法

で DB を改訂してゆく方針である。 
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追記 2019 年 9月 Table 1 の AOMORI のデータを修正。それに伴いγ線地図も描き直し。 

 

 

 

 

付録 1 改定 DB と地調データの等高線図 
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付録 2 舗装データ 

 本 DB は原則として土壌上で測定されたデータを基にしている。しかし宮城県については

標本数が少なかったので市町村別舗装データを下図で変換して代用している（付録 3参照）。 
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長門 徹、丹治辰男、沖野典夫、蛭田陽一、望月 定（1997）車を利用した北海道における

環境線測定、保健物理、32：295-304. 
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付録 4 放地研関連測定で使用した測定器  

 

SS-γ : 1”φx 2” NaI(Tl) 

 

 

 

DECAYON : 2”φx 2” NaI(Tl) 
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補足 2016.02.22 

 地表γ線量率は K2O と良い相関がある[湊 進, 日本列島における地表γ線量率分布の

地学的背景, RADIOISOTOPES, 64: 535-558 (2015)]。河川堆積物であっても Kは比較的濃

縮や希釈されずに存在するため、その頻度分布は正規分布に近い。Fig.A-3 が分布である。

これは線量率の頻度分布が対数正規分布になった(Fig.3)のとは対照的である。 

 

 そこで県別に地調の算術平均 K2O と放地研測定の土壌線量率の算術平均との相関を見て

みる。Fig.A-4 がそれである。 

 

 相関係数は Fig.5 ほど良くはないがまずまずの値である。Table 1 の補強の意味で、地調

K2O データの都道府県算術平均を Fig.A-4 の回帰式に代入して得たもの(Revised)と旧 DBの
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都道府県線量率算術平均(Original)との比を Fig.A-5 に示す。同図の”K2O vs. D(RESL)”

がそれである。”D(GSJ) vs. D(RESL)”は Table 1 のデータである。両者は似たような変

化をする。 

 


